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「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果概要（最終集計） 

 

 
 
 

 
 
＜調査概要＞ 
○ 大阪商工会議所は、今般の円高が企業経営に及ぼす影響や政策当局への要望を把握し、

本会議所事業の基礎データとするため、標記調査を８月中旬から下旬に実施した。調査

対象は、本会議所会員で「貿易関係証明」に登録している輸出関連企業１８４１社で、

４２９社から回答があった（有効回答率２３．３％）。 

○ 最終集計結果のポイントは下記のとおり。 

 

＜調査結果のポイント＞ 
問１ 円高が企業経営に及ぼす影響について （資料１の１～２ページ） 

○ 今般の急激な円高により、およそ４分の３（７３．７％）の企業が「既に自社の収益に

影響が出ている」と回答。また、「今のところ影響は出ていないが今後１～３カ月程度現

在の円高水準が続けば影響が出る」と予想する企業も合計で２割弱（１８．６％）みら

れる。 

○ 影響の中身については、「ほぼマイナスの影響のみ」が半数以上（５４．０％）。「プラス

よりマイナスの影響が大きい」（３１．８％）と合わせた８割台半ばが負の影響を強く受

けると回答した。 

○ １ドル＝８５円程度の為替水準が続いた場合、平成２３年３月期決算は当初予想に比べ

「２割超～３割の減益」とする企業は約２割（２０．７％）。「３割超～５割の減益」「５

割超の減益」は合計で１割台半ば（１６．６％）。 

○ 各社の円高対策（複数回答）として最も多かったのは「輸入ビジネスの強化」（３１．７％）。

以下、「新しい輸出市場の開拓」、「人件費以外のコスト削減」、「人件費の削減」など、新

規事業開拓とコストカットの双方で乗り切ろうとしている。 

 

問２ 政府・日銀に求める景気・円高対策について （資料１の２ページ） 

○ 円高・景気対策として政府・日銀に求める政策については（３項目以内複数回答）、「為

替介入」が７割弱（６７．８％）からあげられトップ。「金融緩和策の強化」（６６．０％）

がこれに続いており、円高自体の抑止・是正を求める声が強い。 

○ このほか、「企業の税負担の軽減」や「消費刺激策の継続・強化」も目立っている。 

以 上 

＜添付資料＞ 
  資料１：「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果概要（最終集計） 

  資料２：「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果集計表（最終集計） 

【お問合先】大阪商工会議所 経済産業部（近藤・伊藤） 
ＴＥＬ：０６－６９４４－６３０４ 

０９０－６０６０－９７５８ 
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資料１ 

平成２２年９月２日 

 

 

「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果概要（最終集計） 

 

 

 

大阪商工会議所 

 

＜調査概要＞ 

○調査の目的：円高が企業経営に及ぼす影響や政策当局への要望を把握し、

本会議所事業の基礎データとするため 

○調査方 法：調査票の発送・回収ともにＦＡＸ 

○調査期 間：平成２２年８月１９日～８月２６日 

○調査対 象：大阪商工会議所会員で「貿易関係証明」に登録している輸出関

連企業１８４１社 

○有効回答数：４２９社（有効回答率２３．３％） 

 

 

＜調査結果のポイント＞ 

問 1 円高が企業経営に及ぼす影響について 

（１）円高による自社の収益への影響（単数回答）【表１（１）】 

 ○今回の急激な円高により、自社の収益に影響が出ているか否かについて

は、「既に影響が出ている」とする回答がおよそ４分の３（７３．７％）

を占めた。 

 ○また、「今のところ影響は出ていないが、今後１～３カ月程度現在の円高

水準が続けば影響が出る」と予想する企業も合計で２割弱（１８．６％）。 

 ○「今後ともほとんど影響は出ないと予想」は７．０％。 

 

（２）円高による影響の種類（単数回答）【表１（２）】 

（前問（１）で「既に影響」または「今後影響を予想」とした企業を対象） 

  ○円高により、プラス・マイナスどちらの影響を強く受けているか（受け

ると予想しているか）については、「ほぼマイナスの影響のみ」が半数以

上（５４．０％）を占め、「マイナスの影響のほうが大きい」（３１．８％）

と合わせた８割台半ば（８５．９％）が負の影響を強く受けると回答し

た。 

  ○一方、プラスの影響を強く受けるとする企業は１割台半ば（１４．１％）。 

  ○企業規模別には、資本金５千万円以下の企業で「ほぼマイナスの影響の

み」（６２．８％）とする企業が目立っている。 
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（３）為替採算レート（１ドル＝円）（単数回答）【表１（３）】 

  ○自社の為替採算レートについて尋ねたところ、約３社に１社（３３．８％）

が「９１～９５円」。「９６～１００円」（２５．６％）がこれに続いた。 

  ○現在の円・ドル水準である「８０～８５円」を採算レートとする企業は、

３．５％。 

 

（４）１ドル＝８５円程度の為替水準が続いた場合の平成２３年３月期決算 

（単数回答）【表１（４）】 

  ○１ドル＝８５円程度の為替水準が続いた場合、平成２３年３月期決算は

当初予想に比べどの程度変化する見込みかについては、「２割超～３割の

減益」（２０．７％）が最も多く、「１割超～２割の減益」（１３．８％）

がこれに続いている。 

  ○「３割超～５割の減益」「５割超の減益」も合計で１割台半ば（１６．６％）。

３月に決算期を迎える企業のうち、「減益」との回答は６割強（６２．７％）

を占めた。 

  ○企業規模別でみると、資本金５千万円以下の企業で「３割超～５割の減

益」（１２．４％）、「５割超の減益」（１３．１％）とする厳しい回答が

多い。 

 

（５）円高によるマイナスの影響を緩和するための対策 

（複数回答）【表１（５）】 

  ○当面円高が続いた場合、マイナスの影響を緩和するためにどのような対

策を講じるかについて尋ねたところ、最も多かったのは「輸入ビジネス

の強化」（３１．７％）。 

  ○以下、「新しい輸出市場の開拓」（３０．５％）、「人件費以外のコスト削

減」（３０．５％）、「人件費の削減」（２３．１％）が続き、新規事業開

拓とコストカットの双方で乗り切ろうとする企業の姿が浮き彫りとなっ

た。 

 

 

問２ 政府・日銀に求める景気・円高対策について 

（３項目以内複数回答）【表２】 

  ○円高・景気対策として、政府・日銀に求める政策については、「為替介入

による円高抑止・為替相場の安定」が７割弱（６７．８％）でトップ。「金

融緩和策の強化による円高抑止・為替相場の安定」（６６．０％）がこれ

に続いており、円高自体の抑止を求める声が強い。 

  ○このほか、「企業の税負担の軽減（法人税率の引き下げ／投資減税など）」

（４４．８％）や「消費刺激策の継続・強化」（２１．４％）が目立って

いる。 

  ○企業規模別には、資本金５千万円以下の企業で「資金繰り支援策の継続・

強化」（２７．０％）を望む回答が多い。 

以 上 
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＜調査概要＞

○調査期間：平成22年８月19日（木）～８月26日（木）

○調査対象：大阪商工会議所会員で「貿易関係証明」に登録している輸出関連企業　1,841社

○有効回答数：429社（有効回答率23.3％）

＜回答企業の属性＞

【資本金】 【業種】

60.4% (259) 34.3% (147)

15.2% (65) 47.6% (204)

4.7% (20) 2.3% (10)

19.8% (85) 2.3% (10)

13.5% (58)

表１（１）円高による自社の収益への影響（単数回答）

73.7% (316) 77.6% (201) 64.6% (42) 80.0% (16) 67.1% (57) 69.4% (102) 76.0% (155) 70.0% (7) 50.0% (5) 81.0% (47)

6.3% (27) 5.8% (15) 9.2% (6) 0.0% (0) 7.1% (6) 4.1% (6) 9.3% (19) 10.0% (1) 0.0% (0) 1.7% (1)

3.7% (16) 3.1% (8) 9.2% (6) 5.0% (1) 1.2% (1) 4.1% (6) 3.4% (7) 0.0% (0) 20.0% (2) 1.7% (1)

8.6% (37) 6.9% (18) 4.6% (3) 5.0% (1) 17.6% (15) 10.9% (16) 7.8% (16) 0.0% (0) 0.0% (0) 8.6% (5)

7.0% (30) 5.8% (15) 10.8% (7) 10.0% (2) 7.1% (6) 11.6% (17) 2.5% (5) 20.0% (2) 20.0% (2) 6.9% (4)

0.7% (3) 0.8% (2) 1.5% (1) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 1.0% (2) 0.0% (0) 10.0% (1) 0.0% (0)

100.0% (429) 100.0% (259) 100.0% (65) 100.0% (20) 100.0% (85) 100.0% (147) 100.0% (204) 100.0% (10) 100.0% (10) 100.0% (58)

平成22年9月2日

「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果集計表（最終集計）

資料２

５千万円以下

５千万円超１億円以下

１億円超３億円以下

３億円超

卸売業 小売業 サービス業 その他５千万円以下
５千万円超
１億円以下

１億円超
３億円以下

３億円超全体

製造業

卸売業

小売業

サービス業

その他

製造業

①既に影響が出ている

②今のところ影響は出ていないが、今後１カ月
間、現在の円高水準が続けば、影響が出ると予
想している

③今のところ影響は出ていないが、今後２カ月
間、現在の円高水準が続けば、影響が出ると予
想している

④今のところ影響は出ていないが、今後３カ月以
上、現在の円高水準が続けば、影響が出ると予
想している

⑤今のところ影響は出ておらず、今後もほとんど
影響は出ないと予想している

無回答

合計
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平成22年9月2日

「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果集計表（最終集計）

資料２

表１（２）円高による影響の種類（表１（１）で①～④と回答した企業を対象／単数回答）

54.0% (214) 62.8% (152) 45.6% (26) 55.6% (10) 32.9% (26) 41.5% (54) 57.4% (113) 87.5% (7) 57.1% (4) 66.7% (36)

31.8% (126) 26.0% (63) 36.8% (21) 22.2% (4) 48.1% (38) 40.0% (52) 28.4% (56) 12.5% (1) 42.9% (3) 25.9% (14)

11.6% (46) 8.3% (20) 15.8% (9) 11.1% (2) 19.0% (15) 16.2% (21) 10.7% (21) 0.0% (0) 0.0% (0) 7.4% (4)

2.5% (10) 2.9% (7) 1.8% (1) 11.1% (2) 0.0% (0) 2.3% (3) 3.6% (7) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

100.0% (396) 100.0% (242) 100.0% (57) 100.0% (18) 100.0% (79) 100.0% (130) 100.0% (197) 100.0% (8) 100.0% (7) 100.0% (54)

表１（３）為替採算レート（１ドル＝円）（単数回答）

0.5% (2) 0.8% (2) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.7% (1) 0.5% (1) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

3.5% (15) 3.1% (8) 3.1% (2) 5.0% (1) 4.7% (4) 2.0% (3) 4.9% (10) 0.0% (0) 0.0% (0) 3.4% (2)

15.9% (68) 13.9% (36) 13.8% (9) 5.0% (1) 25.9% (22) 15.6% (23) 13.7% (28) 10.0% (1) 30.0% (3) 22.4% (13)

33.8% (145) 33.2% (86) 40.0% (26) 35.0% (7) 30.6% (26) 29.9% (44) 37.7% (77) 40.0% (4) 10.0% (1) 32.8% (19)

25.6% (110) 29.0% (75) 18.5% (12) 20.0% (4) 22.4% (19) 27.9% (41) 26.0% (53) 10.0% (1) 30.0% (3) 20.7% (12)

15.4% (66) 15.8% (41) 16.9% (11) 30.0% (6) 9.4% (8) 17.0% (25) 13.2% (27) 30.0% (3) 20.0% (2) 15.5% (9)

5.4% (23) 4.2% (11) 7.7% (5) 5.0% (1) 7.1% (6) 6.8% (10) 3.9% (8) 10.0% (1) 10.0% (1) 5.2% (3)

100.0% (429) 100.0% (259) 100.0% (65) 100.0% (20) 100.0% (85) 100.0% (147) 100.0% (204) 100.0% (10) 100.0% (10) 100.0% (58)

全体

３億円超 製造業 卸売業

１億円超
３億円以下

３億円超 製造業

③８６～９０円

④９１～９５円

⑤９６～１００円

サービス業 その他
１億円超

３億円以下
全体 ５千万円以下

５千万円以下
５千万円超
１億円以下

５千万円超
１億円以下

小売業

④ほぼプラスの影響のみを受けている（受けると
予想している）

①７９円より円高

②８０～８５円

無回答

合計

⑥１０１円より円安

①ほぼマイナスの影響のみを受けている（受ける
と予想している）

②プラスの影響もマイナスの影響も受けているが
（予想しているが）、マイナスの影響のほうが大き
い

③プラスの影響もマイナスの影響も受けているが
（予想しているが）、プラスの影響のほうが大きい

無回答

合計

卸売業 小売業 サービス業 その他
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平成22年9月2日

「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果集計表（最終集計）

資料２

表１（４）１ドル＝８５円程度の為替水準が続いた場合の平成２３年３月期決算（単数回答）

7.9% (34) 13.1% (34) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 1.4% (2) 9.8% (20) 20.0% (2) 0.0% (0) 17.2% (10)

8.6% (37) 12.4% (32) 4.6% (3) 5.0% (1) 1.2% (1) 6.1% (9) 10.3% (21) 10.0% (1) 20.0% (2) 6.9% (4)

20.7% (89) 23.6% (61) 26.2% (17) 5.0% (1) 11.8% (10) 15.0% (22) 22.5% (46) 50.0% (5) 10.0% (1) 25.9% (15)

13.8% (59) 10.8% (28) 9.2% (6) 20.0% (4) 24.7% (21) 15.6% (23) 14.7% (30) 0.0% (0) 20.0% (2) 6.9% (4)

11.7% (50) 9.7% (25) 10.8% (7) 10.0% (2) 18.8% (16) 19.0% (28) 7.4% (15) 0.0% (0) 0.0% (0) 12.1% (7)

0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

0.9% (4) 1.5% (4) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 2.0% (4) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

2.3% (10) 2.3% (6) 3.1% (2) 5.0% (1) 1.2% (1) 2.7% (4) 1.5% (3) 0.0% (0) 10.0% (1) 3.4% (2)

4.4% (19) 2.3% (6) 6.2% (4) 15.0% (3) 7.1% (6) 6.8% (10) 3.4% (7) 0.0% (0) 10.0% (1) 1.7% (1)

10.0% (43) 5.4% (14) 13.8% (9) 15.0% (3) 20.0% (17) 12.9% (19) 7.4% (15) 10.0% (1) 20.0% (2) 10.3% (6)

17.9% (77) 17.8% (46) 24.6% (16) 25.0% (5) 11.8% (10) 19.0% (28) 19.6% (40) 0.0% (0) 10.0% (1) 13.8% (8)

1.6% (7) 1.2% (3) 1.5% (1) 0.0% (0) 3.5% (3) 1.4% (2) 1.5% (3) 10.0% (1) 0.0% (0) 1.7% (1)

100.0% (429) 100.0% (259) 100.0% (65) 100.0% (20) 100.0% (85) 100.0% (147) 100.0% (204) 100.0% (10) 100.0% (10) 100.0% (58)

②３割超～５割の減益

③２割超～３割の減益

３億円超 製造業 卸売業 小売業

⑧２割超～３割の増益

⑨１割超～２割の増益

⑩１割以下の増益

④１割超～２割の減益

無回答

合計

⑤１割以下の減益

⑥５割超の増益

⑦３割超～５割の増益

①５割超の減益

サービス業 その他全体 ５千万円以下
５千万円超
１億円以下

１億円超
３億円以下

⑪利益にほとんど影響は及ぼさない

⑫決算期が３月ではない
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「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果集計表（最終集計）

資料２

表１（５）円高によるマイナスの影響を緩和するための対策（複数回答）

20.3% (87) 15.1% (39) 20.0% (13) 15.0% (3) 37.6% (32) 35.4% (52) 11.8% (24) 0.0% (0) 30.0% (3) 13.8% (8)

30.5% (131) 32.0% (83) 24.6% (16) 20.0% (4) 32.9% (28) 27.2% (40) 31.4% (64) 30.0% (3) 30.0% (3) 36.2% (21)

31.7% (136) 30.9% (80) 26.2% (17) 25.0% (5) 40.0% (34) 26.5% (39) 33.3% (68) 30.0% (3) 50.0% (5) 36.2% (21)

16.8% (72) 18.5% (48) 4.6% (3) 20.0% (4) 20.0% (17) 10.9% (16) 20.6% (42) 10.0% (1) 10.0% (1) 20.7% (12)

23.1% (99) 25.9% (67) 21.5% (14) 20.0% (4) 16.5% (14) 23.1% (34) 24.0% (49) 30.0% (3) 20.0% (2) 19.0% (11)

30.5% (131) 29.3% (76) 24.6% (16) 35.0% (7) 37.6% (32) 32.7% (48) 31.4% (64) 30.0% (3) 20.0% (2) 24.1% (14)

9.3% (40) 8.9% (23) 16.9% (11) 5.0% (1) 5.9% (5) 10.9% (16) 8.3% (17) 0.0% (0) 20.0% (2) 8.6% (5)

8.6% (37) 8.5% (22) 10.8% (7) 25.0% (5) 3.5% (3) 6.1% (9) 10.8% (22) 0.0% (0) 10.0% (1) 8.6% (5)

7.5% (32) 6.6% (17) 9.2% (6) 15.0% (3) 7.1% (6) 11.6% (17) 4.4% (9) 10.0% (1) 20.0% (2) 5.2% (3)

2.1% (9) 1.9% (5) 4.6% (3) 0.0% (0) 1.2% (1) 3.4% (5) 1.5% (3) 10.0% (1) 0.0% (0) 0.0% (0)

― (429) ― (259) ― (65) ― (20) ― (85) ― (147) ― (204) ― (10) ― (10) ― (58)

全体 ５千万円以下
５千万円超
１億円以下

製造業 卸売業 小売業 サービス業 その他
１億円超

３億円以下
３億円超

①海外における生産体制の強化

②新しい輸出市場の開拓

⑨マイナスの影響は出ないと考えている

無回答

合計

③輸入ビジネスの強化

④輸出以外のビジネスの拡大

⑤人件費の削減

⑥人件費以外のコスト削減

⑦その他

⑧マイナスの影響が出ても、特に対策は取らない
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「円高が企業経営に及ぼす影響に関する緊急調査」結果集計表（最終集計）

資料２

表２　政府・日銀に求める景気・円高対策（３項目以内複数回答）

66.0% (283) 68.3% (177) 61.5% (40) 55.0% (11) 64.7% (55) 66.0% (97) 63.2% (129) 70.0% (7) 50.0% (5) 77.6% (45)

67.8% (291) 71.8% (186) 56.9% (37) 60.0% (12) 65.9% (56) 57.1% (84) 74.0% (151) 100.0% (10) 50.0% (5) 70.7% (41)

21.4% (92) 15.4% (40) 23.1% (15) 35.0% (7) 35.3% (30) 23.8% (35) 20.1% (41) 10.0% (1) 30.0% (3) 20.7% (12)

8.9% (38) 8.1% (21) 6.2% (4) 15.0% (3) 11.8% (10) 9.5% (14) 8.8% (18) 0.0% (0) 10.0% (1) 8.6% (5)

9.3% (40) 6.9% (18) 12.3% (8) 5.0% (1) 15.3% (13) 15.6% (23) 6.4% (13) 10.0% (1) 0.0% (0) 5.2% (3)

44.8% (192) 45.2% (117) 44.6% (29) 35.0% (7) 45.9% (39) 48.3% (71) 41.7% (85) 20.0% (2) 70.0% (7) 46.6% (27)

7.2% (31) 5.8% (15) 12.3% (8) 0.0% (0) 9.4% (8) 14.3% (21) 2.5% (5) 0.0% (0) 10.0% (1) 6.9% (4)

4.2% (18) 4.2% (11) 10.8% (7) 0.0% (0) 0.0% (0) 6.1% (9) 2.9% (6) 10.0% (1) 0.0% (0) 3.4% (2)

19.8% (85) 27.0% (70) 18.5% (12) 5.0% (1) 2.4% (2) 15.0% (22) 21.6% (44) 20.0% (2) 10.0% (1) 27.6% (16)

4.2% (18) 4.6% (12) 4.6% (3) 5.0% (1) 2.4% (2) 3.4% (5) 4.9% (10) 0.0% (0) 30.0% (3) 0.0% (0)

3.5% (15) 3.5% (9) 4.6% (3) 5.0% (1) 2.4% (2) 2.7% (4) 4.4% (9) 0.0% (0) 0.0% (0) 3.4% (2)

1.6% (7) 0.8% (2) 3.1% (2) 5.0% (1) 2.4% (2) 2.7% (4) 1.5% (3) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

0.2% (1) 0.0% (0) 1.5% (1) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.5% (1) 0.0% (0) 0.0% (0) 0.0% (0)

― (429) ― (259) ― (65) ― (20) ― (85) ― (147) ― (204) ― (10) ― (10) ― (58)

⑥企業の税負担の軽減（法人税率の引き下げ／
投資減税など）

その他

⑦研究開発・設備投資支援策の拡充

⑧中小企業の官公需受注機会の確保

⑨資金繰り支援策の継続・強化

５千万円以下
５千万円超
１億円以下

⑩雇用のセーフティネット施策の継続・強化

全体
１億円超

３億円以下
３億円超 小売業 サービス業製造業 卸売業

無回答

合計

⑫政府・日銀に望む政策は特にない

⑪その他

①金融緩和策の強化による円高抑止・為替相場
の安定

②為替介入による円高抑止・為替相場の安定

③消費刺激策の継続・強化（エコポイントなど）

④新しい成長産業分野への参入支援策の拡充

⑤外需開拓支援策の拡充
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